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最低基準と措置費における職員配置基準との比較 
１．乳児院 

職種等 
最低基準 措置費基準 配置実績（21’） 

（施設数１２１
（20.10.1）） 乳児１０人以上 乳児１０人未満 乳児１０人以上 乳児１０人未満 

医師 小児科の医師又は嘱託医 嘱託医 
定員１００人未満嘱託医 
定員１００人以上医師 

嘱託医１人 １６人（医師） 

看護師、保育士、児

童指導員 

乳児１.７：１（７人以上）
（看護師は乳児 10 人で２
人以上、以下 10 人毎に１
人） 

７人以上 
（看護師１人以上） 

乳児１.７：１ 
（看護師は定員 10 人で２
人以上、以下 10 人毎に１
人） 

７人 
（看護師１人以上） 

 

年齢別職員配置   
１歳児１.７：１ 
２歳児２：１ 
３歳以上児４：１ 

２歳児２：１ 
３歳以上児４：１ 

加算（保育士）   定員２０人以下  
４７か所 

（定員２０人以下） 

栄養士 配置  １人  １３６人 

調理員（等） 
配置（全部委託の場合を除

く） 
調理員又はこれに代わる者

定員３０人未満４人 
以下１０人毎に１人 

１人 
３７１人 

（調理員） 

個別対応職員   対象児童８人以上 同左 ５３人 

心理療法担当職員   
対象児童及び保護者１０人
以上 

 ４７人 

指導員特別加算 
（非常勤） 

  定員３５人以下 同左 
８８人 

（定員３５人以下） 

家庭支援専門相談員   
職員を配置し家庭復帰支援
を実施 

同左 １２３人 

家庭支援専門相談員
（非常勤を更に加配）

  定員４０人以上  ７人 

小規模グループケア

担当職員 
  

小規模グループケアを設置
している場合 

同左 ４６人 

基幹的職員   
研修修了した対象職員を置
いた場合、格付けアップ 

同左 ― 

施設長   １人 １人 １１０人 

事務員   
定員１００人未満１人 
定員１００人以上２人 

 １７１人 
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２．児童養護施設 

職種等 最低基準 措置費基準 
配置実績（21’） 

（施設数５６９（20.10.1）） 

嘱託医 配置 １人  

児童指導員、保育士 
３未２：１ ３歳以上４：１  
少年６：１ 

同左  

職業指導員 職業指導を行う場合 同左 ５２人 

乳児加算（看護師）  乳児１.７：１ 
７０人 

看護師加算  対象児童１５人以上 

小規模施設加算
（児童指導員、保育士） 

 定員４５人以下 １６９か所（定員４５人以下） 

栄養士 児童４１人以上 同左 ５４０人 

調理員（等） 配置（全部委託の場合を除く）
定員９０人未満４人 
以下３０人毎に１人加算 ２，０４５人（調理員） 

個別対応職員  職員が置かれている場合 ５５８人 

心理療法担当職員  対象児童１０人以上 ４６９人 

指導員特別加算（非常勤）  定員３５人以下 １００か所（定員３５人以下） 

家庭支援専門相談員  
職員を配置し家庭復帰支援を実
施 

５６４人 

小規模グループケア担当職員  
小規模グループケアを設置して
いる場合 

４０３人 

基幹的職員  
研修修了した対象職員を置いた
場合、格付けアップ 

― 

施設長  
１人。定員３０人未満の場合は
児童指導員が兼務 

５４９人 

事務員  
定員１５０人未満１人 
定員１５０人以上２人 

７９１人 
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３．情緒障害児短期治療施設 

職種等 最低基準 措置費基準 
配置実績(21’) 

（施設数３２（20.10.1）） 

医師 配置（精神科又は小児科） １人 １７人 

心理療法を担当する職員 １０：１ 同左 １４８人 

児童指導員、保育士 ５：１ 同左  

看護師 配置 １人 ２９人 

栄養士 配置 定員４１人以上 ２７人 

調理員（等） 配置（全部委託の場合を除く） ４人 ８６人（調理員） 

個別対応職員  職員が置かれている場合 ３０人 

家庭支援専門相談員  
職員を配置し家庭復帰支援を実

施 
２９人 

小規模グループケア担当職員  
小規模グループケアを設置して

いる場合 
８人 

基幹的職員  
研修修了した対象職員を置いた

場合、格付けアップ 
― 

施設長  １人 ３１人 

事務員  １人 ４２人 
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４．児童自立支援施設 

職種等 最低基準 措置費基準 
配置実績(21’) 

（施設数５８（20.10.1）） 

医師 嘱託医及び精神科医（嘱託可） 嘱託医２人 １０人（医師） 

児童自立支援専門員 

児童生活支援員 
５：１ 同左  

職業指導員 職業指導を行う場合 同左 ７人 

栄養士 児童４１人以上 同左 ３９人 

調理員（等） 配置（全部委託の場合を除く）
定員９０人未満４人 

以下３０人毎に１人 
１６４人（調理員） 

個別対応職員  職員が置かれている場合 ３７人 

心理療法担当職員  対象児童１０人以上 ２０人 

家庭支援専門相談員  
職員を配置し家庭復帰支援を実

施 
３９人 

小規模グループケア担当職員  
小規模グループケアを設置して

いる場合 
１人 

基幹的職員  
研修修了した対象職員を置いた

場合、格付けアップ 
― 

施設長  １人 ５８人 

事務員  
定員１５０人未満１人 

定員１５０人以上２人 
１６０人 
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５．母子生活支援施設 

職種等 最低基準 措置費基準 
配置実績(21’) 

（施設数２７０（20.10.1）） 

嘱託医 配置 １人 ２４人（医師） 

母子指導員 配置 
２０世帯未満１人 

２０世帯以上２人 
５９５人 

少年指導員（兼事務員） 配置 
２０世帯未満１人 

２０世帯以上２人 
  

保育士  
保育所に準ずる設備のある場合

３０：１（最低１人） 
２０１人 

調理員（等） 
調理員又はこれに代わる者 

（全部委託の場合を除く） 
１人 ５３人（調理員） 

保育機能強化加算  
継続して５名以上の児童、専用

の保育室等 
 

個別対応職員  職員が置かれている場合 １１７人 

心理療法担当職員  対象母又は児童１０人以上 ４９人 

特別生活指導費加算 

（非常勤母子指導員） 
 対象児童４人以上 １０３人 

定員４０世帯以上の母子指導員

又は少年指導員加算（非常勤） 
 定員４０世帯以上 １８か所（定員４０世帯以上） 

基幹的職員  
研修修了した対象職員を置いた

場合、格付けアップ 
― 

施設長  １人 ２５２人 
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６．自立援助ホーム 

職種等 運営基準 措置費基準 
配置実績 

（か所数５９（21 年度）） 

指導員 

入所者６人以下の場合は指導員

３人以上（２人を除き、補助員

にできる） 

６人を超えた場合は、３：１の

割合で指導員を増加（合計－１

人を除き、補助員にできる） 

入所者７人未満２人 

入所者７人以上３人とし、以降

３人増える毎に１人を加算 

１９１人 

（H20.12.1） 

※全国自立援助ホーム連絡協議会調べ 

補助員 １人 

 

７．ファミリーホーム 

職種等 運営基準 措置費基準 
配置実績(21’) 

（か所数５3（2２.２.1）） 

指導員 養育者３人以上（１人を除き、

補助員にできる） 

１人 ― 

補助員 ２人 ― 
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「個別対応職員」及び「心理療法担当職員」の支給要件について 

 

児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について」通知の施行について （平成 11 年厚 4 月 30 日児発第 416 号生省児童家庭局長通知）抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

児童養護施設、乳児院及び児童自立支援施設における虐待を受けた子ども等に対する適切な援助体制の確保について（平成 1８年 6 月 27 日雇児発第 0627002

号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知） 抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

母子生活支援施設における夫等からの暴力を受けた母子及び被虐待児等に対する適切な処遇体制の確保について（平成 1３年 8 月 2 日雇児発第 508 号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知） 抜粋 

 

 

第１ 暫定定員及び保護単価の設定について  
 ２ 事務費の保護単価の設定について  
  (７)  児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設の個別対応職員加算分保護単価は、児童指導員及び保育士が交付

要綱の職種別職員定数表に掲げられている定数並びに児童養護施設にあってはさらに前記（２）の乳児、１・２歳児及び年少児の定数を満たし、かつ、それ以

外に被虐待児等特に個別の対応が必要とされる児童への個別面接、生活場面での１対１の対応、保護者への援助、里親への照会、他の児童指導員等への助言指

導等を行う職員がおかれている場合に限り、保護単価を設定することができるものであること。  
    なお、乳児院については被虐待児等特に個別の対応が必要とされる児童が８名以上いる場合に保護単価を設定することができるものであること。  

個別対応職員

心理療法担当職員 

第２ 対象施設等  
  虐待を受けた子ども等に心理療法を行う職員を配置しようとする者は、都道府県知事、指定都市の市長及び児童相談所設置市の市長（以下「都道府県知事等」と

いう。）が定める期間内に都道府県等へ申請を行い、次により都道府県知事等が各年度ごとに指定するものとする。  
 (２)  児童養護施設及び児童自立支援施設において、虐待、ひきこもり等の理由により心理療法が必要と児童相談所長が認めた子どもが 10 名以上入所していること。  
     また、乳児院において、虐待等の理由により、心理療法が必要と児童相談所長が認めた子ども及び保護者が 10 名以上いること。  
第３ 心理療法を担当する職員  
  心理療法を担当する職員は、大学の学部で心理学を修め学士と称することを得るものであって個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同程度と認め

られるものとする。  

第２ 対象施設等  
  この事業を実施しようとする者は、都道府県知事、指定都市市長及び中核市市長（以下「都道府県知事等」という。）が定める期間内に都道府県知事等へ事業実施

の申請を行い、次により都道府県知事等が各年度ごとに指定するものとする。  
 ２ 夫等の暴力、虐待等の理由により心理療法が必要と福祉事務所長が認めた母及び児童が合計 10 名以上いること。なお、福祉事務所長にあっては、母子生活支援

施設が母子保護の実施を必要とする母からの申請により入所するものであり、心理療法の実施にあたっても、母親の意志を確認するものとし、児童についても、必要

に応じ児童相談所等に相談し、心理療法を受けることを推奨するなどに配慮すること。  
第３ 心理療法を担当する職員  
  心理療法を担当する職員は、大学の学部で心理学を修め学士と称することを得るものであって個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同程度と認め

られるものとする。  

参考資料 


